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台湾における政府一企業関係の長期的変容
台湾化・民主化のインパクト1
近 藤 久 洋＊
41
は じ め に
台湾 は韓国と並 んで政治・経済両面で目覚 ましいダイナミクスを呈示して きた。1960 年代から「奇
跡」と称賛されるほどの経済発展 を経験し、経済発展の結果、 中間層が形成され1987 年 の民主化へ
とつながった。
本稿では、台湾の政府 と民間企業 との間に形成された政策ネットワークを、特に1970 年代以降の
台湾化 と1987年の民主化以降 に重点 を置いて分析する。通常、韓国 の親密 な政府一企業間の関係に
対し、台湾の官民関係は疎遠であったと言われることが多いが2、 実際のところ1960 年代までは「疎
遠な官民関係」が該当して も、その後は漸進的 に政府一企業間の関係 を発達させてきた。韓国 と同
様、台湾は財界組織と政府一企業間の会合からなる政策ネットワークを長年維持しており、 こうし
た政策 ネットワークは、（1）経済問題の共通認識 ・共同解決、（2）新政策 ・技術・マーケティング・経
済トレ ント に関する情報収集・交換・拡散、を可能にすることで政策の失敗 （policyfailure） を防






し3、政府一企業間の関係は対極的 に疎遠な ものとし て単純化され、実証分析 はほ とんど存在しな
い4．加 えて、民主化以降の政府一企業 関係 についての研究 に至っては皆無といってもよい。従って、
本稿の関心 は、台湾の政府一企業関係がどのように形成され、 特に1970 年代からの台湾化 と1987 年
以降の民主化がどう作用したかを実証することにある。
そこで、本稿はまず、台湾経済がどのよう に政治・経済環境の変化に適応してきたかをレビ ュー
し、第二に権威主義政権下での疎遠 な政府一企業関係を概観 する。第三 に1970 年代 からの台湾化が
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したかを描く。1































































































































































































































































済部 は工総会に「全国工業発展会議」を1996 年 に開催するよう委託している。この会議 は世界市場
の変化に反応し、新たな比較優位を作り出すための議論 とヽJ ンセンサス形成 を目的として
開催さ
れた。2 日間の会議日程には産業界から606 人ヽ政府部門から77 人ヽ学術界から63人が参
加しヽ意見‘
情報交換を行っている38．し かし、先述 の全国工業会議と同様 最ヽ も重要で実質的な意志疎通は政
府゜
財界・学会から約2,000人が参加して11 ヶ月 もの間開催されてきた準備会で行われてきた39。このよう







が行 われ、最終的には自由討議に移る。 議題 は広範囲に及ぶが、1997 年12 月の「東アジア金融危機」
という議題選択 に見られるように、概して時事的 なトピックの選択が行われてい る。
第三 に、審議会 も定期的な官民会合 の場を提供し続けている。審議会は特定の政策 を技術的な見
地から継続的に調整 することを目的 に設置された ものである。特に、民主化直前の1985 年に設置さ
れた「産業発展諮詞委員会」は最も組織された ものとなっている40。産業発展諮詞委員会 は、呉梅村
経済部次長 が述べてい るように、従来政府が数多く設置してきた産業政策の調整 メカニ ズムがいず











国内外の経済情勢に関する情報収集・分析 も行ってい る43． 政府・金融機関・学術研究者・企業家・
財 界組織・各産業団体 というメンバー構成 は経済関連の情報収集・分析・交換 を容易 にする ものの、
極度 に変化の激しい国際市場 の情勢分析 と予測 には、 より分析に特化した専門家集団が不可欠とな
る。そのためヽ 産業発展諮詞委員会は台湾経済研究院をシンクタンクとして指定し、各種経済動向
を予測させている。
産業発展諮詞委員会の活動 は大概 すると2 つに分類 される。第一の活動 は長期開発計画の形成 へ
50































































工業雑誌.1(1994) 、295 号、114 ～119 ページ。
『工業雑誌J(1996) 、313 号、18～29 ページ。
「工業半月刊」(1988) 、204 号、13～14 ページ。
『工業半月刊』(1989) 、218 号、4～5 ページ。[
工商月刊](1978) 、26 巻3 号、44～8 ページ。7
工商月刊j(1978) 、26巻5 号、4 ページ。
『工商雑誌』(1991) 、39巻3 号、44～47 ページ。
『聯合月刊J(1982) 、13号、9 ページ。
莫祥雲(1993) 、「我国企業及政府関係之研究：従政策制定面探討」、修士論文、国立政治大学。r
天下雑誌』(1987) 、77 号、19～20 ページ。
「天下雑誌」(1988) 、86 号、48～54 ページ。r
天下雑誌』(1990) 、106 号、72～78 ページ。
「天下雑誌」(1993) 、148 号、57～58 ページ。
中華民国全国工業総会(1991) 、『中華民国全国工業総会79年工作報告書』、台北、中華民国全国工業総会。





















































天下雑誌』、77 号、1987年10 月、pp.19-20 、及び86号、1988年7 月、pp.48-54 を参照。18
このアンケート調査は台湾のトップ1,000企業に配布され、31.6パーセントの回収率であった『r天下雑誌』、106
号、1990 年3 月、pp.72-78 ）。19Ngo(1995:8
）。20
『天下雑誌』、148 号、1993 年9 月、pp.57-58。21Ngo
（1995:9 ）。22Chu
（1996:509 ）23





『工業半月刊』、218 号、1989年3 月10 日、pp.4-5．29























54 国際地域学研究 第8 号2005 年3 月
Long-termEvolutionofState-BusinessRelationshipsinTaiwan:
ImpactsofTaiwanisationandDemocratisation
HisahiroKONDOH
Thisarticleanalysesthelong-termevolutionofpolicynetworksbetweenthe
stateandprivatebusinessinTaiwan.Strategicpolicynetworksforeconomic
development,whichconsistofbusinessassociationsandstate-businessmeetings,
werenotobservedduringthe1960sduetoexplicitsub-ethniccleavageinpolicy
communities ；nonetheless.theyhavebeengraduallydevelopedsincethe1970salongwiththeTaiwanisationdrive.Althoughdemocratisationsince1987causedtemporaltensionbetweenthestateandbusiness,thesubsequentpro-businessstanceofthestatecontributedtodevelopingpolicynetworks.reinforcingthefunctionsofbusinessassociations,anddiversifyingtheformsofstate-businessmeetingsintoeconomicconferences,monthlyluncheonmeetings,anddeliberationcouncils.Thesedevelopedpolicynetworkshaveconsequentlycontributedtodistributingandfacilitatingmoreeffectiveflowofeconomy-relatedinformationbetweenthestateandbusiness,andtherebyreducingasymmetricinformationproblems.Further-more.theyhavehelpedenabletheTaiwaneseeconomy,whichissensitivetoexternalmarkettrendsduetoitshighexport-dependence,toflexiblyadapttoexportmarketchanges.ItwashenceconcludedthatpolicynetworkshavebeenaninstitutionalcoreofTaiwaneseeconomicdevelopment.
